
派遣元事業主は、以下①～③の報告書類を、それぞれ定められた期限までに事業主管轄労働局へ提出し
なければなりません。派遣実績がない場合も報告が必要です。
① 労働者派遣事業報告書【様式１１号】 ※事業所ごとに作成

報告期限：毎年６月３０日まで 提出部数：正・副・控の３部
        ※ 労働者派遣法第30条の４第１項の協定を締結している場合は、この協定を添付してください。
            また、労使協定が社内規定等を参照している場合はその該当部分の写しも必要です。
② 労働者派遣事業収支決算書【様式１２号】 以下の（A)又は（B)のいずれかにより提出。
   報告期限：毎事業年度経過後３か月以内（提出部数：正・副・控の３部）

（A)貸借対照表・損益計算書＋ 【様式１２号】 ※事業主ごとに作成
（B) 【様式１２号】 ※事業所ごとに作成

③ 関係派遣先派遣割合報告書【様式１２号－２】 ※事業主ごとに作成
  報告期限：毎事業年度経過後３か月以内（提出部数：正・副・控の３部）

派遣事業開始以後の手続等は・・・

派遣元事業主は労働者派遣事業許可証を、当該事業を行う事業所ごとに備え付けるとともに、関係者から
請求があった場合は提示しなければなりません。

１．許可証の備え付け【派遣法第８条第２項】

２．定期報告

労働者派遣事業の新規許可の有効期間は３年です。当該更新後の許可の有効期間は５年となり、以後同様
となります。有効期間満了後も引き続き労働者派遣事業を行おうとする場合は、許可の有効期間の更新申請
を行う必要があります。 更新申請は、有効期間満了日の３か月前までに行う必要があります。事前に十分な余
裕をもって労働局へご相談ください。 

３．許可の有効期限

事業の開始後、以下の変更等の事項が生じた場合は、事業主管轄労働局へ次の手続を行っていただく必
要があります。事業所を新設する場合、法人の合併や分割等により社名や派遣事業を行う事業所の変動があ
る場合は、事前に十分な余裕をもって労働局にご相談ください。 

４．変更届出等

以下の①～④の返納事由が発生した場合、発生後10日以内に返納しなければなりません。
①許可が取り消されたとき
②許可の更新手続をせず有効期間が満了したとき
③許可証の再交付を受けた場合で、亡失した許可証を発見し、 又は回復したとき
④労働者派遣事業を行う事業所を廃止したとき

５．許可証の返納手続

R8.9.11

手 続 提出期限
許可証
書換

手 続 提出期限
許可証
書換

法人名称の変更 変更後、３０日以内 必要
代表者・役員の

氏名変更
変更後、３０日以内 -

法人住所の変更 変更後、３０日以内 必要
代表者・役員の

住所変更
変更後、１０日以内 -

事業所名称の変更 変更後、１０日以内 必要 派遣元責任者の変更 変更後、３０日以内 -

事業所所在地の変更 変更後、１０日以内 必要
派遣元責任者の
氏名・住所変更

変更後、３０日以内 -

事業所の新設 新設後、１０日以内 -
特定製造業務への

派遣開始・終了
開始及び終了後、

１０日以内
-

代表者の変更 変更後、３０日以内 - 一部派遣事業所の廃止 変更後、１０日以内 -

役員の変更 変更後、３０日以内 -
労働者派遣事業

（全ての事業所）の廃止
廃止後、１０日以内 -



原本 コピー

① 労働者派遣事業許可申請書（様式第1号）【第１面・第2面】 １部 ２部

労働者派遣事業計画書（様式第3号）【第１面・第2面】 

・申請事業所が複数ある場合、事業所ごとに作成が必要

③ キャリア形成支援制度に関する計画書（様式第3号－2）【第１面】 

・教育訓練計画の詳細が記載された一覧の提出も併せてお願いします。(以下、確認資料に記載）

④ 雇用保険等の被保険者資格取得の状況報告書（様式第3号ー３）

・派遣労働者に未加入者がいる場合、申請事業書ごとに作成が必要

法人の場合　　※財産要件については別紙「財産的要件」を参照

定款又は寄附行為 

・定款の条項が変更されているが最新の内容の記載が定款がない場合は、当該変更に係る株主総会の議事録を添付

⑥ 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）　※３ ☆ １部 １部

⑦ 最近の事業年度に係る貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書 ー ２部

⑧ 法人税の確定申告書（別表１、及び別表４） ー ２部

⑨ 法人税の納税証明書（その２ 所得金額用） １部 １部

個人の場合　　※財産要件については別紙「財産的要件」を参照

＜青色申告・白色申告共通＞

⑩ 最近の納税期における所得税の納税申告書 ー ２部

⑪ 納税証明書（その２ 所得金額用） １部 １部

⑫ 預金残高証明書（同一証明日） １部 １部

＜青色申告の場合＞

⑬ 最近の納税期における所得税青色申告決算書 ー ２部

＜白色申告又は青色申告で簡易な記載事項の損益計算書のみを作成している場合＞

⑭ 貸付残高証明書（同一証明日） １部 １部

⑮ 不動産（土地建物）登記事項証明書（※３）及び固定資産税評価額証明書 １部 １部

法人・個人共通

⑯ 派遣元責任者講習受講証明書

・許可有効期間満了日前３年以内に受講したもの

⑰ 個人情報適正管理規程　※神奈川労働局のホームページにひな形あり ◎ ☆ ー ２部

◎ １部

２部

２部

※２

◎ １部 ２部

１部 ２部

次ページへ続く⇒

⑤ ☆ ー

◎ ー ２部

          労働者派遣事業　有効期間更新申請提出書類一覧表（【法人】/【個人】）　(1/2)

※１
提出部数

提出様式

② ◎

添付書類

更新



【キャリア形成支援に関する書類】 原本 コピー

⑱ 就業規則又は労働契約書（以下の項目についての該当箇所）

A. 教育訓練の受講時間を労働時間として扱い、相当する賃金を支払うことを原則とする取扱いを規定した部分

B.
無期雇用派遣労働者および有期雇用派遣労働者で労働者派遣契約終了時に労働契約が存続している派遣労働者におい

て、労働者派遣契約の終了のみを理由として解雇しないことを証する書類として、労働者派遣契約の終了に関する事項、変更

に関する事項及び解雇に関する事項について規定した部分

C.
無期雇用派遣労働者または有期雇用派遣労働者であるが労働契約期間内に労働者派遣契約が終了した者について、次の

派遣先が見つけられない等、使用者の責に帰すべき事由により休業させた場合には、労働基準法第２６条に基づく手当を支

払うことを規定した部分

⑲ ⑱で就業規則を添付する場合は就業規則の労働基準監督署の受理印があるページ ◎ ☆ ー ２部

⑳ ◎ ☆ ー ２部

【参考資料】

㉑ 自己チェックシート（様式第15号） ◎ １部 １部

㉒ 企業パンフレット等事業内容が確認できるもの ☆ ー ２部

【確認資料】

※ ③の様式に記載した教育訓練についての詳細がわかる書類（書式は自由）

※策定にあたっては、神奈川労働局のホームページの「キャリアアップに資する教育訓練（整理用シート）記載例」を参照

○上記以外にも書類内容に応じて別途、確認書類（各種契約、覚書等）をお願いすることがあります。

※１･･･◎印：複数事業所について申請する場合、事業所ごとに作成が必要です。

※２･･･☆印：既に提出されているもので変更があった場合のみ提出が必要です。

※３･･･労働局が登記情報システムを利用することにより最新内容が記載された登記事項証明書を入手できる場合は、添付を省略することができます。

　　　　　　　添付を省略する際は、以下の情報をお知らせいただきますようご協力をお願いします。

・法人登記簿謄本を省略する場合・・・法人番号(13桁)又は会社法人番号(12桁)

・不動産(建物)登記簿謄本を省略する場合・・・所在及び家屋番号(住所と異なる場合があります)又は不動産番号

提出期限

収入印紙５５,０００円×労働者派遣事業を行う事業所数

提出先

☆注意

　有効期間更新手続きされない場合は、有効期間満了後は労働者派遣事業は行えません。

　変更事項があり、届出されていない場合は、変更届の提出が別途必要となります。

◎ ー ２部

          労働者派遣事業　有効期間更新申請提出書類一覧表（【法人】/【個人】）　(2/2)

提出部数

※１ ※２

◎ ☆ ー ２部

有効期間更新日の3ヶ月前まで

※申請にあたっては期限に余裕をもって手続きをお願いします。

更新申請

手数料 ・収入印紙は郵便局で購入

・収入印紙は申請書に貼付せず持参してください

事業主(住所地)を管轄する労働局

添付書類 派遣労働者のキャリア形成を念頭においた派遣先の提供のための事務手引、マニュアル等又はその概要の

該当箇所の写し※神奈川労働局のホームページにひな形あり

更新



　最近の事業年度における決算書類で財産的基礎の要件を確認、下記①～③すべてを満たす必要があります。

① が 以上

② が 以上

③ が 以上

※基準資産額＝総資産額（繰延資産及び営業権（のれん）を除く）－負債の総額

　財産的基礎にかかる計算表（最近の事業年度における貸借対照表から算出）

円 円 円 円

　下記①～③すべてを満たす必要があります

円 円

円 円

円 円

◎直近の年度決算書が資産要件を満たさない場合は…

法人

公認会計士又は監査法人による監査証明を受けた中間決算又は月次決算書が提出されれば、その決算書により、資産・

負債の状況をあらためて審査します。

なお、許可有効期間更新に限り、公認会計士又は監査法人による「合意された手続実施結果報告書」よる中間決算又は

月次決算でも可能です。

②
基準資産額

≧
負債の総額　÷ ７

③
現金・預金の額

≧
1,500 万× 事業所数（　　）

基準資産額
≧

2,000 万× 事業所数（　　）

個人

①市場性のある資産の再販売価格の評価額が、基礎価格を上回る旨の証明があった場合

（例：固定資産税の評価額証明等）

②提出された預金残高証明により普通預金、定期預金等の残高を確認できた場合

（複数の預金残高証明書を用いる場合は、同一日付のものに限る。）

に限り、当該額を基準資産額又は自己名義の現金・預金の額とします。

　　　労働者派遣事業　財産的基礎要件

労働者派遣事業許可申請をされる場合の財産的基礎の要件の審査方法は次の通りです。

基準資産額 ２,０００万円

基準資産額 負債の総額の１／７

現金・預金額 １,５００万円

資産の総額 繰延資産・営業権 負債の総額 基準資産額

①

＝

更新（法人/個人）



具体的には

　小規模派遣元事業主に係る財産的基礎に関する判断

　　　下記①～③すべてを満たす必要があります

① が 以上

② が 以上

③ が 以上

※基準資産額＝総資産額（繰延資産及び営業権（のれん）を除く）－負債の総額

　「小規模派遣元事業主への暫定的な配慮措置」にて申請する場合は以下の参考資料も必要です。 原本 コピー

①

・雇用保険に加入している場合は省略可能です。

② 法第7条第1項第4号の財産的基礎に関する要件についての誓約書（様式第16号） 1部 1部

③ 労働者派遣事業許可申請の当分の措置に関する常時雇用する派遣t労働者数の報告について（様式第17号）1部 1部

　　　労働者派遣事業　財産的基礎要件

労働者派遣事業を営む常時雇用している派遣労働者の人数が10人以下であり１つの事業所のみを有する中小企業事業主が許可有効期間更新申請を行う際、通常の財産的

要件を満たさない方は、以下の判断を用いることができます。ただし、以下①②からの申請に限られます。

①　平成27年9月30日以降、暫定的な配慮措置により許可を受けて労働者派遣事業を行っている者

②　①以外の者で、平成28年9月29日までに、暫定的な配慮措置により新規許可または許可の更新を受けて労働者派遣事業を行っている者

参考書類

労働者名簿（申請月の前月末現在（前月末で把握が困難な場合は前々月現在）のもので、派遣労働者

を含む全労働者 ー 2部

※上記１、２以外の場合は、通常の資産要件での申請が必要です。

基準資産額 １,０００万円

基準資産額 負債の総額の１／７

現金・預金額 ８００万円

１　許可後、初回の更新の場合

・新規申請において、緩和された資産要件（当分の間の措置）で許可されている場合には、更新の許可申請は、同じ緩和された資産要件（当分の間の措置）

での申請が可能です。

・新規申請において、緩和された資産要件（3年間の暫定措置）で許可されている場合は、更新の許可申請は、緩和された資産要件（当分に間の措置）で

の申請が可能です。

２　上記１以外の更新の場合

・前回、緩和された資産要件（当分の間の措置）で許可の更新をされている場合には、更新の許可申請は、同じ緩和された資産要件（当分の間の措置）で

の申請が可能です。

・前回、緩和された資産要件（3年間の暫定措置）で許可の更新をされている場合には、更新の許可申請は、緩和された資産要件（当分の間の措置）での

申請が可能です。

更新（法人/個人）



原本 ｺﾋﾟｰ

③ 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 1 1

原本 ｺﾋﾟｰ

③ 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 1 1

④ 自社所有物件の場合⇒不動産(建物）登記簿謄本（登記事項証明書） 1 1

⑥ 事務所レイアウト 2

○提出様式

○添付書類

労働者派遣事業変更届出書及び許可証書換申請書（様式第5号）【第１面～第3面】
（注）事業所所在地も同時に変更の場合は、様式の６、７、８⑥欄についても記入してください。

◎法人住所の変更

②
定款又は寄附行為
※変更後のものが作成されていない場合、株主総会議事録を添付

2

○提出様式

○添付書類

★提出期限
　 変更後30日以内
★手数料
　 収入印紙３千円（許可証１枚につき）
　 ※申請書に貼らずに持参してください。
★提出先
　 事業主（本社所在地）を管轄する労働局

※事業所の所在地も同時に変更する場合は次の書類も添付してください。

⑤

借受物件の場合⇒賃貸借契約書
転貸借物件の場合⇒原契約、転貸借契約書、所有者の転貸借承諾書（転貸禁止の場合）
※代表者・役員の個人所有物件を事務所に使用する場合は賃貸借契約書もしくは所有者の使用承諾書と不動産（建
物）登記簿謄本{原本1、コピー1）も添付ください。（詳細はお問い合わせください）
※使用目的に居住・住居目的は不可⇒事務所使用の覚書が必要となります。

2

◎法人名称の変更

提出部数

①

提出部数

労働者派遣事業変更届出書及び許可証書換申請書（様式第5号）【第１面～第3面】
（注）事業所の名称も同時に変更の場合は、様式の６、７、８⑤欄についても記入してください。

1 2①

定款又は寄附行為
※変更後のものが作成されていない場合、株主総会議事録を添付

② 2

★提出期限
　 変更後30日以内
★手数料
　 収入印紙３千円（許可証１枚につき）
　 ※申請書に貼らずに持参してください。
★提出先
　 事業主（本社所在地）を管轄する労働局

1 2



原本 ｺﾋﾟｰ

③ 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 1 1

原本 ｺﾋﾟｰ

② 自社所有物件の場合⇒不動産(建物）登記簿謄本（登記事項証明書） 1 1

④ 事務所レイアウト 2

⑥ 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 1 1

★提出期限
　 変更後10日以内（法人住所も同時に変更する場合は変更後30日以内）
★手数料
　 収入印紙３千円（許可証１枚につき）
　 ※申請書に貼らずに持参してください。
★提出先
　 事業主（本社所在地・住所地）を管轄する労働局、または事業所を管轄する労働局

◎事業所所在地の変更

提出部数

○提出様式

①
労働者派遣事業変更届出書及び許可証書換申請書（様式第5号）【第１面～第3面】
（注）法人住所も同時に変更の場合は、様式の８②欄についても記入してください。

1 2

法人住所・事業所所在地が同一の場合は、法人住所の変更欄も記入してください。

○添付書類

⑤
定款又は寄附行為
※変更後のものが作成されていない場合、株主総会議事録を添付

2

※法人住所も同時に変更する場合は次の書類も添付してください。

③

借受物件の場合⇒賃貸借契約書
転貸借物件の場合⇒原契約、転貸借契約書、所有者の転貸借承諾書（転貸禁止の場合）
※代表者・役員の個人所有物件を事務所に使用する場合は賃貸借契約書もしくは所有者の使用承諾書と不動産（建
物）登記簿謄本{原本1、コピー1）も添付ください。（詳細はお問い合わせください）
※使用目的に居住・住居目的は不可⇒事務所使用の覚書が必要となります。

2

★提出期限
　 変更後10日以内（法人の名称も同時に変更する場合は変更後30日以内）
★手数料
　 収入印紙３千円（許可証１枚につき）
　 ※申請書に貼らずに持参してください。
★提出先
　 事業主（本社所在地・住所地）を管轄する労働局、または事業所を管轄する労働局

◎事業所名称の変更

提出部数

○提出様式

①
労働者派遣事業変更届出書及び許可証書換申請書（様式第5号）【第１面～第3面】
（注）法人の名称も同時に変更の場合は、様式の８①欄についても記入してください。

1 2

○添付書類

　　　不要

※法人名称も同時に変更する場合は次の書類も添付ください

②
定款又は寄附行為
※変更後のものが作成されていない場合、株主総会議事録を添付

2



原本 ｺﾋﾟｰ

① 労働者派遣事業変更届出書及び許可証書換申請書（様式第5号）【第１面～第3面】 1 2

⑤ 個人情報適正管理規程 2

⑥ 最近の事業年度に係る貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書 2

⑨ 自社所有物件の場合⇒不動産(建物）登記簿謄本（登記事項証明書） 1 1

⑪ 事務所レイアウト 2

⑫ 派遣元責任者の住民票（個人番号の記載がないもの） 1 1

⑭ 派遣元責任者講習受講証明書 2

原本 ｺﾋﾟｰ

⑯ ⑮で就業規則を添付する場合は就業規則の労働基準監督署の受理印があるページ 2

⑰
派遣労働者のキャリア形成を念頭においた派遣先の提供のための事務手引、マニュアル等
又はその概要の該当箇所の写し

2

次ページに続きます。

提出部数

⑮

就業規則または労働契約の以下の該当箇所
A．教育訓練受講時間を労働時間として扱い、相当する賃金を支払うことを原則とする記載部分
B．無期雇用派遣労働者および有期雇用派遣労働者で労働者派遣契約終了時に労働契約が存続して
いる派遣労働者において、労働者派遣契約の終了のみを理由として解雇しないことを証する書類とし
て、労働者派遣契約終了に関する事項、変更に関する事項及び解雇に関する事項について規定した部
分
C．無期雇用派遣労働者または有期雇用派遣労働者であるが雇用契約期間内に労働者派遣契約が終
了した者について、次の派遣先が見つけられない等、使用者の責に帰すべき事由により休業させた場
合には、労働基準法第２６条に基づく手当を支払うことを規定した部分

2

④
雇用保険等の被保険者資格取得の状況報告書(様式第3号－3）
※申請事業所ごとに作成が必要ですが、派遣労働者に未加入者がいる場合のみの提出です。

1 2

　平成２７年９月３０日に施行された、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護などに関する法律等の一部
を改正する法律」により、労働者派遣事業は許可制の一本化となりました。それに伴い新たな許可基準が追加され、派遣労働者
のキャリア形成を念頭に置いた訓練等実施計画や雇用確保、労働者保護の規定が義務づけられたことにより、新たな添付資料
が追加されました。つきましては、以下の書類も提出いただきますようお願いします。

○添付書類

2

⑦
法人税の納税申告書（別表１）「税務署受理印があるもの」、（別表４）
※電子申請の場合は税務署受付メールのコピー（『メール詳細』の記載があるもの）

2

⑧ 法人税の納税証明書（その２所得金額用） 1 1

⑬
派遣元責任者の履歴書（要押印又は署名）
〔氏名・住所・生年月日・最終学歴・職歴（入退社、役員就退任及び空白期間のないよう求職活動等の
記載）・雇用管理経験・賞罰の有無を記載〕

1 1

借受物件の場合⇒賃貸借契約書
転貸借物件の場合⇒原契約、転貸借契約書、所有者の転貸借承諾書（転貸禁止の場合）
※代表者・役員の個人所有物件を事務所に使用する場合は賃貸借契約書もしくは所有者の使用承諾書と不動産（建
物）登記簿謄本（原本1、コピー1）も添付ください。（詳細はお問い合わせください）
※使用目的に居住・住居目的は不可⇒事務所使用の覚書が必要となります。

○添付書類の続き(申請事業所ごとに提出が必要です）

キャリア形成支援制度を有していること、および雇用安定措置の体制が整備されていることの
確認

⑩

③
キャリア形成支援制度に関する計画書（様式第3号－2）【第１面】
※申請事業所ごとに作成が必要です。

1 2

◎事業所の新設（要事前相談）

提出部数

○提出様式

②
労働者派遣事業計画書（様式第3号）【第１面・第2面】
※申請事業所ごとに作成が必要です。

1 2



⑲ 企業パンフレット等事業内容が確認できるもの 2

⑱
自己チェックシート（様式第１５号）
※申請事業所ごとに作成が必要です。

1 1

※上記以外にも書類内容に応じて別途、確認書類（各種契約、覚書等）をお願いする場合があります。

※別途、③の様式に記載した教育訓練についての詳細がわかる書類（書式は自由。2部）をお願いしています。

○参考資料

◎事業所の新設（要事前相談）　続き

★提出期限
　 新設後10日以内
　 ※申請書の提出は事業開始後の提出ですが、新設する際は必ず事前に相談ください。
★手数料等
　 なし
★提出先
　 事業主（本社所在地・住所地）を管轄する労働局、または事業所を管轄する労働局



原本 ｺﾋﾟｰ

② 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 1 1

⑤ 派遣元責任者講習受講証明書（受講日が過去3年以内） 2

原本 ｺﾋﾟｰ

② 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 1 1

⑤ 派遣元責任者講習受講証明書（受講日が過去3年以内） 2

★提出期限
　 変更後30日以内
★手数料等
　 なし
★提出先
　 事業主（本社所在地・住所地）を管轄する労働局

代表者が派遣元責任者を兼務する場合は、派遣元責任者の変更欄についても記入してください。

役員の変更手続きは、「非常勤」「社外」「監査役」等を含む登記簿謄本に記載されているすべての方が対象とな
ります。なお、役員（社外監査役以外）が派遣元責任者を兼務している場合は、派遣元責任者の変更欄について
も記入してください。

就任した方の住民票(本籍の記載があり、個人番号の記載がないもの） 1 1

④
就任した方の履歴書（要押印又は署名）
〔氏名・住所・生年月日・最終学歴・職歴（入退社、役員就退任及び空白期間のないよう求職活動等記
載）・賞罰の有無・派遣元責任者を兼務する場合は役員雇用管理経験を記載〕

1 1

就任した方の住民票(本籍の記載があり、個人番号の記載がないもの）
※役員から代表者になった場合は、氏名・住所に変更がなければ省略可能

③ 1 1

①
労働者派遣事業変更届出書（様式第5号）【第１面～第3面】
（注）派遣元責任者も同時に変更の場合は、様式の６、７、８⑧欄も記入してください。

○提出様式

1 2

就任した方の履歴書（要押印又は署名）
〔氏名・住所・生年月日・最終学歴・職歴（入退社、役員就退任及び空白期間のないよう求職活動等記
載）・賞罰の有無・派遣元責任者を兼務する場合は雇用管理経験を記載〕

④ 1 1

※派遣元責任者を兼務する場合は次の書類も添付ください（（旧）特定労働者派遣事業の場合は不要）

※派遣元責任者を兼務する場合は次の書類も添付ください（（旧）特定労働者派遣事業の場合は不要）

③

○添付書類

◎代表者の変更

提出部数

○提出様式

①
労働者派遣事業変更届出書（様式第5号）【第１面～第3面】
（注）派遣元責任者も同時に変更の場合は、様式の６、７、８⑧欄も記入してください。

1 2

○添付書類

★提出期限
　 変更後30日以内
★手数料等
　 なし
★提出先
　 事業主（本社所在地・住所地）を管轄する労働局

◎役員の変更

提出部数



原本 ｺﾋﾟｰ

② 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 1 1

原本 ｺﾋﾟｰ

② 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）　※記載に変更がある場合 1 1

③ 変更した方の住民票(本籍の記載があり、個人番号の記載がないもの） 1 1

★提出期限
　 変更後10日以内（法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）に変更がある場合は変更後30日以内）
★手数料等
　 なし
★提出先
　 事業主（本社所在地・住所地）を管轄する労働局

役員の変更手続きは、「非常勤」「社外」「監査役」等を含む登記簿謄本に記載されているすべての方が対象とな
ります。なお、役員（社外監査役以外）が派遣元責任者を兼務している場合は、派遣元責任者の変更欄について
も記入してください。

①
労働者派遣事業変更届出書（様式第5号）【第１面～第3面】
（注）派遣元責任者も同時に変更の場合は、様式の６、７、８⑧欄も記入してください。

1 2

○添付書類

★提出期限
　 変更後30日以内
★手数料等
　 なし
★提出先
　 事業主（本社所在地・住所地）を管轄する労働局

◎代表者・役員の住所変更

役員の変更手続きは、「非常勤」「社外」「監査役」等を含む登記簿謄本に記載されているすべての方が対象とな
ります。なお、役員（社外監査役以外）が派遣元責任者を兼務している場合は、派遣元責任者の変更欄について
も記入してください。

提出部数

○提出様式

○添付書類

◎代表者・役員の氏名変更

提出部数

○提出様式

①
労働者派遣事業変更届出書（様式第5号）【第１面～第3面】
（注）派遣元責任者も同時に変更の場合は、様式の６、７、８⑧欄も記入してください。

1 2



原本 ｺﾋﾟｰ

① 労働者派遣事業変更届出書（様式第5号）【第１面～第3面】 1 2

② 就任した方の住民票（本籍の記載があり、個人番号の記載がないもの） 1 1

④ 派遣元責任者講習受講証明書（受講日が過去3年以内）（（旧）特定労働者派遣事業は不要） 2

原本 ｺﾋﾟｰ

① 労働者派遣事業変更届出書（様式第5号）【第１面～第3面】 1 2

★提出期限
　 変更後30日以内
★手数料等
　 なし
★提出先
　 事業主（本社所在地・住所地）を管轄する労働局、または事業所を管轄する労働局（役員と兼務しない場合）

○提出様式

○添付書類

○添付書類

★提出期限
　 変更後30日以内
★手数料等
　 なし
★提出先
　 事業主（本社所在地・住所地）を管轄する労働局、または事業所を管轄する労働局（役員と兼務しない場合）

◎派遣元責任者の氏名・住所変更

派遣元責任者が役員を兼務する場合は、役員の変更欄も記入してください。

提出部数

就任した方の履歴書（要押印又は署名）
〔氏名・住所・生年月日・最終学歴・職歴（入退社、役員就退任及び空白期間のないよう求職活動等記
載）・賞罰の有無・雇用管理経験を記載〕

③ 1 1

②
就任した方の住民票（本籍の記載があり、個人番号の記載がないもの）
※氏名変更のみの場合、添付書類なし

1 1

◎派遣元責任者の変更

派遣元責任者が役員を兼務する場合は、役員の変更欄も記入してください。

提出部数

○提出様式



原本 ｺﾋﾟｰ

① 労働者派遣事業変更届出書（様式第5号）【第１面～第3面】 1 2

★提出期限
　 開始及び終了後10日以内
★手数料等
　 なし
★提出先
　 事業主（本社所在地・住所地）を管轄する労働局、または事業所を管轄する労働局

◎特定製造業務への派遣開始・終了

提出部数

○提出様式

○添付書類



原本 ｺﾋﾟｰ

① 労働者派遣事業変更届出書（様式第5号）【第１面～第3面】 1 2

② 労働者派遣事業許可証（廃止した事業所分） 1

③ 廃止日までの事業報告書（様式第11号）【第1面～第6面】 1 2

原本 ｺﾋﾟｰ

① 労働者派遣事業廃止届出書（様式第8号） 1 2

③ 廃止日までの事業報告書（様式第11号）【第1面～第6面】 1 2

○添付書類

◎一部派遣事業所の廃止

提出部数

○提出様式

★提出期限
　 変更後10日以内
★手数料等
　 なし
★提出先
　 事業主（本社所在地・住所地）を管轄する労働局

★提出期限
　 変更後10日以内
★手数料等
　 なし
★提出先
　 事業主（本社所在地・住所地）を管轄する労働局、または事業所を管轄する労働局

◎労働者派遣事業（全事業所）の廃止

提出部数

○提出様式

○添付書類

② 労働者派遣事業許可証（全事業所分）及び労働者派遣事業許可条件通知書（事業主分） 1



【２】 適正な就業機会の確保について







戸籍謄（抄）本、本籍の記載
された住民票（写）
①の把握に該当

現住所の略地図
③④⑫につながる可能性が
あります。

健康診断書の提出
⑭につながる可能性があります。

必要のない個人情報を収集しないように注意。
独自様式により必要のない個人情報を収集していませんか？

https://www.mhlw.go.jp/www2/topics/topics/saiyo/saiyo.htm

※ 詳しくは、厚生労働省のホームページに掲載されています「公正な採用選考をめざして」をご覧ください。







行政による指導監督

● 許可事業所に対する定期的な指導監督を訪問又は呼出により実施しています。

 ● 派遣先への定期指導も実施しています。

 ● 訪問調査を事前連絡せずに実施する場合があります。

 ● 事前連絡なく訪問調査を実施した場合でも、派遣契約書、派遣元管理台帳、労働者名簿、賃金台帳、
労使協定書等を提示できるよう整備しておくことが必要です。

 ● 法違反があった場合、文書指導、行政処分などの措置を講じます。

 ● 事業報告、関係派遣先割合報告の未提出についても、文書指導、行政処分などの対象となります。
定められた期限までに労働局へ提出しなければなりません。
派遣実績がない場合も報告が必要です。
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